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生活者の視点に立った都市生活改善・向上のための取組
・コミュニティの働きを活かした生活の質の向上 

● 地域の担い手ネットワーク（ソーシャルキャピタル）充実のための枠組整備  
・地域再生法の改正（第169回通常国会）  

・ ストック型社会に向けた取組 
●住宅・建築物・構造物の長寿命化  

・長期優良住宅の普及の促進に関する法律（第169回通常国会） 
・建築物・インフラの長寿命化 

安全・安心で豊かな都市生活の実現

地球環境問題への対応 

国際競争力の強化と国際交流の推進

上記の３分野にまたがるもの

資料１ 

・地震防災対策：基幹的広域防災拠点整備、密集市街地の解消、住宅、インフラ等の耐震
化  等 

・交通安全等事故対策：交通安全施設等整備  等 
・防犯まちづくり：地域連携による防犯活動 等 
・生活の不安解消：消防・医療連携、医師対策、保育対策  等 
・豊かな都市生活の実現：地域の歴史・文化を活かしたまちづくり  等 

・超高層建築物等大規模建築物の災害時安全対策 

・都市施設等の高効率化：住宅・建築物の省エネルギー化、太陽光・太陽熱、下水汚泥等
の資源・エネルギー利用  等 

・集約型都市構造の実現：都市機能のまちなか立地等による中心市街地活性化  等 
・総合的な交通対策：都市交通システムの整備  等 
・ヒートアイランド対策：公園・緑地の拡大、屋上・壁面緑化  等、 
・循環型社会・自然共生社会の実現：雨水・下水再生水の利用、循環型社会づくり  等 

・集約型都市構造実現等低炭素型まちづくりに向けた取組の推進  
・環境モデル都市に係る支援策  等 

・競争力のある産業の集積：コミュニティビジネス創出、イノベーション創出  等 
・国際交流・物流を支える基盤整備 空港・港湾整備、環状道路整備  等 
・国際金融拠点機能強化：国際金融拠点機能強化プランの推進  等 
・国際交流の促進：ビジット・ジャパン・アップグレード・プロジェクト 等

・関係者の連携による国際金融拠点機能形成に向けた取組推進 

・住民組織、協議会等によるまちづくりのための新たな枠組整備 
・自立的かつ発展性のある圏域の実現方策  等 
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平成 20 年 1 月 29 日に地域活性化統合本部会合において了承された「都市

と暮らしの発展プラン」においては、都市を、経済成長を支える先進的な産

業の活動の場であると同時に、人々の暮らしの場としてとらえ、都市が直面

する課題を解決し、そこに暮らす「生活者」の安心を将来にわたって確保す

るための都市対策の展開の方向を定めた。 

このプランにおいては、都市対策を進める上での視点として、第一に都市

をすべての世代、さらには国外からの人々にとっても、快適で魅力あるもの

とするため、都市に集う人と人のつながりにより構成されるコミュニティを

活用しながら、都市生活者の視点から生活の質を高める取組を進めること、

第二に、多くの国民が住まう都市の今後のあり方として、地球環境問題、廃

棄物問題の観点からも「価値あるものをつくって、世代を超えて長く大切に

使い、生活のゆとりを享受する」ストック型社会に向けた取組を進めること

を掲げている。 

その上で、重点的に取り組むべき分野として①「安全・安心で豊かな都市

生活の実現」、②「地球環境問題への対応」及び③「国際競争力の強化と国際

交流の推進」の三分野を定めている。 

平成 20 年度においては、上記２つの視点（「コミュニティ活用による生活

の質を高める取組」及び「ストック型社会に向けた取組」）を踏まえつつ、重

点的に取り組むこととされた三分野における施策を以下のとおり推進すると

ともに、残された課題について今後の取組の方向を検討する。 

 

１．「安全・安心で豊かな都市生活の実現」に向けた平成２０年度施策及び

今後の検討課題 

  (1) 平成 20 年度に実施する主要施策 

① コミュニティを活用した生活の質の向上に向けた取組として、以下

の取組を進める 

・災害時の円滑な避難や被害に遭いにくい土地利用への転換に資するハ

ザードマップの整備等の防災情報提供の充実 

・ 地域住民、ボランティア等を活用した地域ぐるみの安全体制づくりや

テロ対策、銃器等の密輸取締り等による防犯対策 

・ 住民によるまちづくり、都市農業振興等への取組支援 

・ 市民と連携した河川環境管理、「みなと」の振興や「運河」の魅力の

再発見を通じた地域の活性化支援 

・ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

・ 緊急医師確保、救急医療対策等による医療サービスの確保 

・ 保育サービス充実等による次世代育成支援の推進 

 

② ストック型社会に向けた取組として、以下の取組を進める。 

・ 密集市街地の整備・改善に向けた事業の総合的実施、住宅・建築物、

公立学校等の耐震化促進、インフラの耐震化、防災拠点の整備等によ
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る地震時の安全及び都市機能確保 

・ 大規模地震災害時における広域的な消防援助体制の整備 

・ 交通安全施設等整備、安全運転支援システムの構築等による交通安全

対策推進 

・ 都市公園等公共空間のバリアフリー化促進 

・ 歴史・文化資産等の活用による魅力あるまちづくり推進 

・ 下水道整備、地下高速鉄道等整備による都市サービスの向上 

・ 河川空間を活用した触れあいの場や賑わいの創出 

・地籍整備の推進 

(2) 今後、さらに取組の方向を検討すべき課題 

・ 超高層建築物等大規模建築物の災害時安全対策 

 

 

２．「地球環境問題への対応」に向けた平成２０年度施策及び今後の検討課

題 

  (1) 平成 20 年度に実施する主要施策 

① コミュニティを活用した生活の質の向上に向けた取組として、以下

の取組を進める 

・ 環境負荷の少ない学校環境づくり、学校・地域連携による環境教育促

進 

・ テレワーク普及促進、エコポイント等によるライフスタイルの転換へ

の取組支援 

・ 市民、企業等による環境保全活動等地球環境問題への取組支援 

   ② ストック型社会に向けた取組として以下の取組を進める。 

   ・ 住宅・建築物の省エネルギー化の促進、太陽光・太陽熱、下水汚泥等

の資源・エネルギー利用の推進、環境負荷の少ない地域づくり・まち

づくりの推進等による都市施設等の高効率化促進 

・ 都市機能のまちなか立地、まちなか居住の推進、中心市街地の商業活

性化等を通じた集約型都市構造の実現促進 

・ 環状道路整備、公共交通の利用促進、ＬＲＴの活用、コンテナターミ

ナル整備による陸上輸送距離の短縮、ＩＴＳ（高度道路交通システム）

による交通流の円滑化、電気自動車普及等を通じた交通起因の CO2

削減対策の推進 

・ 都市緑化、雨水や下水再生水の利用等によるヒートアイランド対策推

進 

・ 河川、下水道の整備、雨水貯留浸透施設等の設置による都市型水害対

策の推進 

・ 総合静脈物流拠点港（リサイクルポート）整備、地域における循環型

社会づくり支援等を通じた循環型社会構築促進 

・ 改正地球温暖化対策推進法に基づく地方公共団体実行計画の推進 

  (2) 今後、さらに取組の方向を検討すべき課題 
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   ・ 集約型都市構造実現等低炭素型まちづくりに向けた取組の推進 

・ 環境モデル都市に係る支援策 

・ 地球温暖化に伴う気候変動の影響による水関連災害リスクの増大へ

の適応策 

 

３．「国際競争力の強化と国際交流の推進」に向けた平成２０年度施策及び

今後の検討課題 

  (1) 平成 20 年度に実施する主要施策 

① コミュニティを活用した生活の質の向上に向けた取組として、以下

の取組を進める 

   ・ コミュニティビジネスを創出する事業支援 

   ・ 各国大使と地方の交流等による地方の国際交流促進 

・ 「ビジット・ジャパン・アップグレード・プロジェクト」による我が

国の観光魅力の発信等 

・ 国際会議の開催誘致の推進 

   ② ストック型社会に向けた取組として以下の取組を進める。 

   ・ 地域における産業集積形成・活性化、産業物流の効率化、地域の大学・

研究機関等の活用によるイノベーション推進等による地域産業集積の

促進 

・ 通信と放送、固定と移動の融合・連携促進によるＩＣＴ産業の国際競

争力強化 

・ 羽田等大都市圏拠点空港の整備、空港機能の高質化等による空港の利

便性等向上、スーパー中枢港湾整備による機能強化 

・ 空港・港湾へのアクセス改善のための鉄道整備、道路整備の推進 

・ 環状道路の整備等による物流機能強化 

・ 「都市の国際競争力強化プログラム」に基づく取組による国際金融拠

点機能強化 

  (2) 今後、さらに取組の方向を検討すべき課題 

   ・ 関係者の連携による国際金融拠点機能形成に向けた取組推進 

 

４．上記重点三分野のうち、複数の分野に共通する平成２０年度施策及び今

後の検討課題 

  (1) 平成 20 年度に実施する主要施策 

    ① コミュニティを活用した生活の質の向上に向けた取組として、以下の

取組を進める 

   ・ 地域の協議会や「地域のつながり再生プログラム」の活用による地域

の自主的・自立的な取組支援 

・ 地域再生に資する事業実施者への金融面での支援 

・ ＩＣＴ（情報通信技術）を活用した地域コミュニティ再生等支援 

・ 地域協議会等による多様な都市交通システムの整備促進等地域にお

ける公共交通の活性化・再生 
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② ストック型社会に向けた取組として以下の取組を進める。 

   ・ 住宅の長寿命化（「２００年住宅」）の推進、道路・河川管理施設、海

岸堤防、下水道、港湾施設等インフラの適切な点検・維持管理による

長寿命化推進 

   ③ 加えて、地域自立・活性化交付金、まちづくり交付金、地域住宅交付

金、地域再生基盤強化交付金等施策横断的な交付金の活用による取組

を進める。 

  (2) 今後、さらに取組の方向を検討すべき課題 

   ・ 住民組織、協議会等まちづくりの担い手によるまちの維持・管理・整

備を安定的、継続的に実施するための新たな制度を含めた枠組整備 

・ インフラの長寿命化を実現するための整備・維持管理手法、制度的枠

組整備 

・ 人口減少社会における、都市と地方の共生による自立的かつ発展性の

ある、地域の特性を活かした圏域のあり方及びその実現方策 

・ 地域の歴史や伝統に配慮した魅力ある街並みの形成に向けた取組の

推進 



（別紙） 都市と暮らしの発展プラン平成 20 年度主要施策及び今後の検討課題 
 
１．平成 20 年度主要施策（下線部は新規施策） 
    取組の分野 

取組の視点 

安全・安心で豊かな都市生活の実現 地球環境問題への対応 国際競争力の強化と 

国際交流の推進 

共通 

コミュニティの活用

による生活の質向上

に向けた取組 

○防犯対策 

・消防、学校及び市町村と連携した活動拠点を

中心にした自主防犯活動への支援（警察庁） 

・地域のボランティア活用等による地域社会全

体での子どもの安全を見守る環境整備【地域

ぐるみの学校安全体制整備推進事業（文部科

学省）】 

・テロ対策、銃器・不正薬物等の密輸取締り強

化等（財務省、警察庁、海上保安庁） 

○生活の不安解消 

・消防と医療の連携促進（消防庁） 

・医師不足地域に対する緊急臨時的医師派遣シ

ステム構築をはじめとする緊急医師確保対

策、救急医療対策等の促進（厚生労働省） 

・次世代育成対策に資する施設整備、保育サー

ビス充実等による次世代育成支援の推進【次

世代育成支援対策施設整備交付金、保育環境

改善等事業 等（厚生労働省）】 

○豊かな都市生活の実現 

・援農ボランティア育成等、都市農業の振興及

び都市農地保全のためのモデル的取組を支援

【広域連携共生・対流等推進交付金（農林水

産省）】 

・地区計画策定等の都市計画提案、二地域居住

や居住環境性整備等に取り組む住民等の支

援、住民参加型まちづくりファンドを通じた

住民等によるまちづくり支援【まちづくり計

画策定担い手支援事業、超長期住宅推進環境

整備事業、住民参加型まちづくりファンド支

援業務（国土交通省）】 

・「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラン

ス）憲章」及び「仕事と生活の調和推進のた

めの行動指針」に基づく取組の推進（内閣府） 

・市民と連携した河川環境管理、知恵と工夫を

こらし「みなと」の振興や「運河」の魅力の

再発見を通じて地域の活性化を図る市町村や

地域等への支援【みなと振興交付金、運河の

魅力再発見プロジェクト 等（国土交通省）】 

・災害時の円滑な避難や被害に遭いにくい土地

利用への転換に資するハザードマップの整備

○都市施設等の高効率化 

・環境負荷が少なく快適な学校環境づくり、学

校と地域の連携による環境教育の推進【学校

エコ改修と環境教育事業（環境省）】 

○総合的な交通対策等 

・新たなデマンドバスシステムの構築、多様な

モードが連携した都市・地域総合交通戦略の

推進等により都市交通システムの整備を図

り、公共交通機関の利用促進等【都市・地域

総合交通戦略、都市交通システム整備事業

等（国土交通省）】 

 

○ライフスタイルの転換等 

・テレワーク共同利用型システムの実証による

テレワーク普及促進（総務省、厚生労働省）

・エコポイント等環境に配慮した行動にインセ

ンティブを付与する取組の実施【エコポイン

ト等 CO2 削減のための環境行動促進モデル

事業（環境省）】 

・循環型地域づくりに向けた先進的事業を行う

市民団体等の参加促進、市民出資・市民金融

を活用した地域の環境保全活動の促進等【地

域からの循環型社会づくりを支援するネッ

トワーク形成事業、コミュニティ・ファンド

等を活用した環境保全活動促進事業（環境

省）】 

・温室効果ガス削減につながるビジネス支援

（経済産業省） 

○業務・産業拠点、都市中枢機

能拠点の形成 

・新たなコミュニティビジネス

を創出する事業の支援（経済

産業省） 

○国際交流の促進 

・大使等の地方訪問、地方自治

体との意見交換等を通じた地

方の国際交流促進（外務省） 

・アジア域内における交通系Ｉ

Ｃ乗車券等の相互利用の促進

（国土交通省） 

・ 「ビジット・ジャパン・ア

ップグレード・プロジェク

ト」による我が国の観光魅

力の発信等（国土交通省）

・ 国際会議の開催・誘致の推

進（国土交通省） 

・観光立国実現のための出入国

審査の充実（法務省） 

 

・地域再生計画の民間提案及び

民間発意による協議会の組織

など地域再生協議会制度の充

実により地域の取組を支援

（内閣官房） 

・「地域のつながり再生プログ

ラム」を活用した地域の自主

的・自立的な取組を支援（内

閣官房） 

・地域再生に資する事業実施者

の低利での資金借入れが可能

となるよう、金融機関に対し

利子補給金を支給【地域再生

支援利子補給金（内閣府）】 

・地方再生に資するテーマに関

する地域ＩＣＴ（情報通信技

術）モデルの構築促進【地域

ＩＣＴ利活用モデル構築事業

（総務省）】 

・鉄道、コミュニティバス、乗

合タクシー、旅客船等の多様

な事業に取り組む地域の協議

会への支援【地域公共交通活

性化・再生総合事業（国土交

通省）】 

・官民協働での地域先導的公共

サービスの提供手法につい

て、地方公共団体等からの提

案公募、産学官のコンソーシ

アムの形成等を検討（経済産

業省） 

 

・地域自立・活性化交付金、

まちづくり交付金、地域

住宅交付金、地域再生基

盤強化交付金等施策横断

的な交付金の活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



等の防災情報提供の充実（国土交通省） 

・地下高速鉄道の整備、連絡線等の整備、周辺

整備と一体的な駅整備等による利便性向上

（国土交通省） 

ストック型社会実現

に向けた取組 
○地震等防災対策 

・密集市街地等防災上危険な市街地の整備・改

善（避難地・避難路等の整備、建築物の不燃

化促進）【都市防災総合推進事業、街路事業、

住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整

備型）等（国土交通省）】 

・ 住宅・建築物、公立学校の耐震改修促進【住

宅・建築物耐震改修等事業（国土交通省）】、

（文部科学省） 

・ 宅地の耐震化促進【宅地耐震化推進事業（国

土交通省）】 

・緊急輸送道路、空港、港湾、堤防、岸壁、海

岸保全施設、給水施設、下水道施設等インフ

ラの耐震対策や防災公園等防災拠点の整備に

よる地震時の都市機能維持及び避難安全の確

保【地震対策下水道事業 等（国土交通省）】、

【ライフライン機能強化等事業（厚生労働

省）】 

・東京湾臨海部及び京阪神都市圏における基幹

的広域防災拠点整備（国土交通省） 

・地域防災拠点施設のモデル的整備の促進【地

域防災拠点施設整備モデル事業（内閣府）】 

・大規模地震災害における緊急消防援助隊の効

果的な運用及び増強に向けた取組の推進（消

防庁） 

○交通安全等事故対策 

・信号機、道路標識、道路標示及び交通管制セ

ンターの設置、歩行空間の整備、自転車走行

空間の整備【交通安全施設等整備事業】（警察

庁、国土交通省） 

・安全運転支援システムの大規模実証実験、日

本型ＢＲＴ（快速バスシステム）の導入支援

等【自動車運送事業の安全・円滑化等総合対

策事業 等】（国土交通省） 

・航路標識の設置及び航行環境に応じた機能強

化整備（海上保安庁） 

○生活の不安解消 

・都市公園、歩道等歩行空間、再開発事業等に

おけるバリアフリー化の推進【都市公園バリ

アフリー化緊急支援事業、バリアフリー環境

整備促進事業 等（国土交通省）】 

○豊かな都市生活の実現 

○都市施設等の高効率化 

・先進的・効果的な省 CO2 技術が導入された住

宅・建築物のモデルプロジェクトを支援【住

宅・建築物「省 CO2 推進モデル事業」（国土

交通省）】 

・住宅・建築物への高効率エネルギーシステム、

業務用エネルギー管理システム等の導入促

進【住宅・建築物高効率エネルギーシステム

導入促進事業】（経済産業省） 

・下水汚泥等の資源・エネルギー利用の推進【資

源循環下水道事業（国土交通省）】 

・エコ燃料の生産・利用拠点づくり支援、利用

に必要な設備整備支援【エコ燃料実用化地域

システム実証事業、エコ燃料利用促進補助事

業（環境省）】 

○集約型都市構造の実現 

・中心市街地における都市機能のまちなか立

地、空ビル再生、街なか居住の推進等【暮ら

しにぎわい再生事業、中心市街地共同住宅供

給事業、街なか居住再生ファンド（国土交通

省）】 

・集約型都市構造の実現に資する拠点的市街地

における包括的な環境負荷低減対策の推進

【先導的都市環境形成促進事業（国土交通

省）】 

・中心市街地における商業等の活性化推進【戦

略的中心市街地商業等活性化支援事業、中心

市街地商業等活性化支援業務委託事業等（経

産省）】 

・CO2 削減シミュレーションを通じた、面的な

対策推進のための実効的な CO2 削減計画の

策定支援【低炭素地域づくり面的対策推進事

業（環境省）】 

○総合的な交通対策等 

・三大都市圏における環状道路の整備（国土交

通省） 

・連続立体交差事業等による「開かずの踏切」

等、効果的な渋滞対策の実施等（国土交通省）

・国際海上コンテナターミナル、内貿ユニット

ロードターミナル等の整備による国際貨物、

国内貨物の陸上輸送距離の削減（国土交通

省） 

○業務・産業拠点、都市中枢機

能拠点の形成 

・産業集積の形成・活性化を進

める地域における貸工場、貸

事業所等の整備支援【地域企

業立地促進等共用施設整備費

補助（経済産業省）】 

・「ユビキタス特区」において

通信と放送、固定と移動の融

合・連携によるＩＣＴによる

新たな価値創造につながる実

証プロジェクトを推進しＩＣ

Ｔ産業の国際競争力を強化

（総務省） 

・地域の大学、研究機関等を活

用したイノベーションの推進

等【地域イノベーション創出

総合支援事業、先端研究施設

共用イノベーション創出事

業、知的クラスター創成事業、

産学官連携戦略展開事業 等

（文部科学省）】、【地域イノベ

ーション創出共同体形成事

業、地域イノベーション創出

研究開発事業（経済産業省）】 

○国際交流、国際物流を支える

基盤整備 

・羽田空港の再拡張事業、成田

国際空港の北伸、関西国際空

港の物流施設の二期島への展

開等による大都市圏拠点空港

の整備推進、就航率向上、空

港機能高度化事業等による空

港等機能の高質化の推進【空

港等機能高質化事業 等（国

土交通省）】 

・空港アクセス鉄道等の新線建

設等の促進、空港・港湾との

アクセス強化のための道路整

備（国土交通省） 

・次世代高規格コンテナターミ

ナルの形成等によるスーパー

・住宅の長寿命化（「２００年

住宅」）の推進【超長期住宅先

導的モデル事業等（国土交通

省）】 

・道路施設の点検による早期損

傷発見と保全対策（国土交通

省） 

・河川管理施設の部品ごとの適

切な劣化度診断、予防保全的

修繕の実施による長寿命化

（国土交通省） 

・海岸堤防、護岸等に係る老朽

化対策の総合的な推進【海岸

堤防等老朽化対策緊急事業

（国土交通省）】 

・ライフサイクルコストの最小

化の観点を踏まえた下水道長

寿命化計画の策定支援及び計

画に基づく対策の推進【下水

道長寿命化支援制度（国土交

通省）】 

・港湾施設の長寿命化計画策定

支援(国土交通省) 

 



・歴史・文化資産を保全・活用したまちづくり

の推進【歴史的環境形成総合支援事業、都市

公園事業、都市再生区画整理事業、街なみ環

境整備事業 等（国土交通省）】 

・地域における文化財と周辺環境を総合的に保

存・活用するための基本構想策定の推進（文

部科学省） 

・未普及地域における下水道整備の推進等【未

普及解消下水道事業、水質保全下水道事業、

下水道水環境保全効果向上支援制度 等（国

土交通省）】 

・地域の提案に基づく社会実験による河川空間

を利用したふれあいの場や賑わいの創出【か

わまちづくりの推進（国土交通省）】 

・登記所備付新規地図作製、地籍調査事業等に

よる都市部における地籍整備の推進（法務省、

国土交通省） 

・交通流の円滑化による CO2 削減及び省エネル

ギーを目指すエネルギーＩＴＳの推進及び

ＩＴＳの国際標準化（経済産業省） 

・電気自動車普及のためのインフラ整備、普及

啓発、車両導入等を集中的に行うＥＶ・ｐＨ

Ｖタウン構想の推進（経済産業省） 

○ヒートアイランド対策、循環型社会・自然共

生社会の形成 

・屋上緑化の推進、借地公園への補助等による

都市緑化の推進【緑地環境整備総合支援事業

（国土交通省）】 

・ 雨水、下水再生水の利用等による水循環系

の再生推進【新世代下水道支援事業制度水

環境創造事業（国土交通省）】 

・ 河川、下水道の整備、雨水貯留浸透施設等

の設置による保水・遊水機能確保などの流

域一体となった取組を通じた都市型水害

対策の推進 

・複数のヒートアイランド対策を一体的に実施

する事業の推進【クールシティ中枢パイロッ

ト事業（環境省）】 

・総合静脈物流拠点港（リサイクルポート）の

整備（国土交通省） 

・地域における循環型社会に資するモデル的な

取組等への支援【循環型社会地域支援事業

（環境省）】 

・廃棄物系バイオマスの実践的再生利用に係る

モデル地区における実証等の実施【廃棄物系

バイオマス次世代利活用推進事業（環境省）】

・生態系ネットワーク形成に向けた広域的構

想・計画策定の推進【国土生態系ネットワー

ク形成推進費（環境省）】 

中枢港湾の整備（国土交通省） 

・三大都市圏における環状道路

の整備（国土交通省） 

・民間による一体的な埠頭運

営、隣接する臨海部との連携

強化による産業物流の効率

化、地域産業の活性化・立地

促進【臨海部産業エリアの形

成（国土交通省）】 

○国際金融拠点機能の強化 

・国際金融拠点機能強化プラン

基づく取組の推進（内閣官房

等） 

○国際交流の推進 

・地域の創意工夫による観光圏

の魅力を高める取組を推進

【観光圏整備事業（国土交通

省）】 

   

 

 

 
２．今後、さらに取組の方向を検討すべき課題 
取組の分野 安全・安心で豊かな都市生活の実現 地球環境問題への対応 国際競争力の強化と 

国際交流の推進 
共通 

今後、さらに取組の方

向を検討すべき課題 
・超高層建築物等大規模建築物の災害時安全対

策 

 

・集約型都市構造実現等低炭素型まちづくりに

向けた取組の推進 

・環境モデル都市に係る支援策 

・地球温暖化に伴う気候変動の影響による水関

連災害リスクの増大への適応策 
 

・関係者の連携による国際金融

拠点機能形成に向けた取組の

推進 

 

・住民組織、協議会等まちづくりの担い手によるまちの維持・

管理・整備を安定的、継続的に実施するための新たな制度

を含めた枠組整備 

・人口減少社会における、都市と地方の共生による自立的か

つ発展性のある、地域の特性を活かした圏域のあり方及び

その実現方策 

・インフラの長寿命化を実現するための整備・維持管理手法、

制度的枠組整備 

・地域の歴史や伝統に配慮した魅力ある街並みの形成に向け

た取組の推進 




